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特集 アナリティクスが導くデジタルトランスフォーメーション

有人チャネルをデータドリブンに高度化する
CXソリューション

松崎智彦

要　約

1	 近年、さまざまな市場環境の変化を背景として、CX（Customer Experience：顧客体
験価値）を経営レベルで重要視する企業が増えてきている。これまで、Webチャネルの
領域ではCX向上のための取り組みが先行してきたが、有人チャネルが顧客接点の主体
である企業においては、接客現場が抱える複合的な問題点や有人チャネル向け高度化ソ
リューションの少なさなどの要因により、変革が進みにくい状態にあった。

2	 有人チャネルをデータドリブンに高度化するために、野村総合研究所（NRI）のCXソ
リューションでは、①個々の顧客に取るべきアクション（レコメンデーション）をデジ
タルに接客担当者に提示するCXフロント、②提示するアクションをデータドリブンで
最適化し続けるためのPDCA、③PDCAを高速で駆動させるためのデータ分析環境、の
3 つの要素を含み、複合的な視点から変革を行うことを可能にしている。

3	 CXソリューションの中核である、データドリブンのPDCAではビジネス・データサイエ
ンス・データエンジニアリングの 3 つの役割を明確に立てて恒常的に駆動することによ
って、有人チャネルにおけるCX向上に資する効果的なアクションを拡充し、離反逓減
につなげる効果や、他チャネルの行動情報を基に顧客のインサイトを把握し、チャネル
横断でCXを向上するなどの効果を創出することができる。CXソリューションが含む各
要素を、重要なポイントを押さえつつ実装・運用することで、これまで接客担当者のス
キルと経験に依存するところが大きかった有人チャネルを科学的に高度化することがで
きるようになる。

Ⅰ　有人チャネルのデジタル化による変革への期待と難しさ
Ⅱ　NRIのCXソリューション
Ⅲ　CXソリューションの効果と可能性
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くなっていることが挙げられる。そのような
市場環境下で、顧客接点のCX向上にかかる
経営層の期待は非常に大きくなっている。

2	 有人チャネルで
	 CX向上を行うことの難しさ

有人チャネルが顧客接点の主体となってい
る企業において、CX向上の推進には、以下
のような難しさが存在する（図 1 ）。

（1）	 役割の多さ・繁忙さ

有人チャネルが担う役割は、企業によって
は非常に多い。たとえば金融業界や通信業界
では、店舗でさまざまな商品を取り扱うよう
になっており、顧客が店舗に来店した直接的
な用件への対応・手続きに加えて、顧客に付
加的に、多種多様な商品提案をしていくこと
を役割として与えられているため、店頭接客
担当者は非常に多忙なことが多い。またコン
タクトセンターへのインバウンドコールの対
応では、限られた接客時間しか持てない中
で、本来の用件に加えて、店舗同様に付加的
な提案をする役割を与えられていることもあ
る。そのように、有人チャネルでは一つ一つ

Ⅰ	有人チャネルのデジタル化
	 による変革への期待と難しさ

1	 シュリンクし、コモディティ化する
	 日本市場における「CX」への期待

近年、「CX（Customer Experience：顧客
体験価値）」というキーワードがさまざまな
業界・企業において重要視されるようになっ
ている。旧来は、ECサイトやポータルサイ
トの運営などを行う、いわゆるWebチャネ
ルを主軸とする企業でCX向上のための取り
組みが先行する傾向にあったが、近年ではそ
れらの企業に限らず、有人チャネル（ここで
は店舗チャネル、渉外チャネル、コンタクト
センターチャネルなどを指す）が主体であっ
ても、業態がBtoBであっても、CX向上を経
営方針レベルで重要視する企業が増えてきて
いる。

その大きな理由として、（業界によるため
一概には言えないが）シュリンクする日本市
場において純粋な新規顧客の増加が見込みづ
らく、既存顧客の流出防止が経営課題となり
やすいこと、また業界内でのコモディティ化
が進み、企業間での商品による差別化が難し

図1　有人チャネルでCX向上を推進する際の主な障壁
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接客担当者の
役割の多さ・繁忙さ

接客担当者の
離職率の高さ

接客時に把握できる
情報の限界

● 与えられる役割が多く、また繁忙なことにより余裕がない
─顧客の本来の用件への対応・手続きオペレーション
─多種多様な商品の提案、提案後のフォロー活動
─販促・プロモーション活動、研修・商品知識取得　など

●（業界・企業特性によるが）特に店舗チャネルでは、接客担当者の
　離職率が高い
　→習熟度が浅いスタッフが多く、新たな取り組みの許容度が低い

● 接客担当者が把握できる情報は、CX向上を行うには範囲が狭い
─自身が属するチャネルでも過去長期間の接客履歴は追えない
─他チャネルの行動履歴は追えない　など
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3	 有人チャネルの接客高度化
	 ソリューションの少なさ

前述のように、WebチャネルではCX向上
のための取り組みが先行している傾向にあ
り、それを実現するためのITソリューショ
ンも、いわゆるWebマーケティングツール
として多く存在する。たとえば、アクセスロ
グ解析、ログ解析結果のビジュアライズ・高
度分析、広告出稿の最適化、マーケティング
オートメーション（MA）などのツールがあ
り、ITを活用したCX向上が比較的行いやす
い。

しかし有人チャネルでは、CX向上のため
のITソリューションはあまり存在しない。
たとえば、音声認識技術を用いた接客内容の
記録・解析、センサー技術を用いた店舗での
動線解析、一部の種類の問い合わせに対する
自動応答などのツールは存在するが、有人チ
ャネルにおける顧客体験を広く可視化し、デ
ータに基づいて高度化する・デザインするた
めのソリューションはあまり存在しない。そ
のため有人チャネルは、CX向上のための変
革を行っていく上で担う役割の多さ・繁忙さ
などのさまざまな難しさを抱える一方で、そ
れをデジタル化により打破する手法も限定的
であるという状況になりがちである。

Ⅱ	NRIのCXソリューション

1	 有人チャネルを高度化する
	 CXソリューションの
	 3 つの要素と重要ポイント

第Ⅰ章で述べたように、有人チャネルの高
度化というさまざまな難しさを持つ課題は、
個々のツールを導入するだけで解決すること

の接客シーンが極めて繁忙な中、「CX向上の
ための接客を」と言われても対応する余裕は
ない、というのが現場の正直な思いだろう。

（2）	 離職率の高さ

有人チャネル、特に店舗チャネルを主軸に
据える企業の場合、店舗の接客担当者の離職
率の高さに悩まされることも多い。これは昔
から存在する悩みであり、原因は業務の繁忙
度合や雇用形態などさまざまだが、担当者の
離職率が高い（ 1 ～ 2 年で離職してしまう担
当者が比較的多い）と、習熟度が浅いスタッ
フの構成比が多くなり、前述の多様な商品に
関する規約・手続き方法を覚えることで手一
杯になってしまい、CX向上のような新たな
取り組みに対する現場の許容度がどうしても
低くなってしまう。

（3）	 有人チャネルで把握できる情報の限界

CX向上は、有人チャネルの接点だけでは
なく、顧客から見た企業としての全接点をス
コープとして検討する必要がある。しかし、
たとえば店舗において、来店した顧客の属
性・契約情報（年齢や契約している商品種類
など）を参照できるシステムを実装している
企業は一定数存在するが、過去 1 年間、来店
された際にどのような接客を行ってきたの
か、また他チャネルでは過去どのように接点
を持っているのか（Webサイト閲覧や電話
問い合わせなど）といった情報は、来店時の
対話だけでは到底把握できず、顧客情報を参
照するシステムにもそこまでのデータは実装
されていないことが多い。仮に実装されてい
たとしても、単なる接触履歴を羅列するだけ
では、有意義に活用することは難しい。
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顧客の接客に有用なデータ、および取るべき
アクションを提示するものである（図 3 ）。
CXフロントのUIに提示するアクションはさ
まざまで、ある商品が適すると判断される顧
客に対して、案内トークと併せて商品提案を
提示する、頻繁に店舗に来店している顧客に
対して、前回の来店内容を踏まえたヒアリン
グをアクションとして提示するなど、顧客に
応じてCX向上に資するアクションを複数組
み合わせて提示することが望ましい。画面へ
のアクション提示は、いわゆるMAツールを
使って有人チャネルに配信することが多い
が、決まったMAツールを用いる必要はな
く、企業によって事情が異なるため、企業ご
とに最適な形を設計し、実装することになる。

CXフロントは、単にUIを設計してデータ
配信を行うようにするだけでは、複雑な要素
を多く含む有人チャネルの現場では機能しな
い。機能させる上で重要なポイントは「フロ

は難しく、複数要素に包括的に対応し、かつ
企業固有の事情にも柔軟に対応できることが
必要である。

野村総合研究所（NRI）が提供するCXソ
リューションは、①個々の顧客に取るべきア
クション（レコメンデーション）をデジタル
に接客担当者に提示するCXフロント、②提
示するアクションをデータドリブンで最適化
し続けるためのPDCA、③PDCAを高速で駆
動させるためのデータ分析環境、の 3 つの要
素により、包括的に有人チャネルの高度化を
実現する（図 2 ）。以下では、①～③の各要
素の概要と、それぞれを機能させるための重
要なポイントについて述べる。

（1）	 CXフロント

CXフロントとは、有人チャネルの接客担
当者が実際に顧客を接客する際、またはその
準備を行う際に、個々の顧客を識別し、当該

図2　NRIのCXソリューションの構成要素

構成要素と概要 機能させるための重要なポイント

（1）

（2）

（3）

CXフロント

データドリブンの
PDCA

PDCAのための
データ分析環境

● 有人チャネルの接客担当者に、有用なデータ・取るべきアク
ション（レコメンデーション）を提示するシステム
　─接客担当者が閲覧・操作するUI

　─UIへの情報連携（バッチ・リアルタイム）
　─UIへの情報配信を行うためのMA などで構成

■ フロントアジャイル
■ 結果情報の蓄積

■ ビジネス・データサイエンス・
データエンジニアリングの3

つの役割の確立

■ 有人チャネルPDCA用のデー
タ分析環境構築・運用

● CXフロントのPDCAを高速に駆動するための分析環境
　─個々の提示アクションの効果検証に用いるデータ
　─対象顧客の傾向深掘りに用いるデータ
　─長期間のCXフロント接客結果データ
　などを、集計・分析に用いやすい形式で定常的に蓄積

● CXフロントに提示するデータ・アクション（レコメンデー
ション）について効果検証を行い、取捨選択・ブラッシュアッ
プしていくためのPDCAプロセス・体制
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にとって有用な情報提示となっているかどう
か、オペレーションに無理がないかどうか
を、現場ヒアリングやUI利用状況の分析に
より検証し、短いサイクルで改修していくア
プローチを取っている。

またCXフロントでは、接客結果の記録に
重きを置いている。Webマーケティングの
世界では、アプリプッシュ通知・メール・広
告配信の結果やWebページのアクセスログ
などを取得し分析できることはほぼ前提にな
っているが、有人チャネルにおいても、個々
の顧客ごとにどのようなアクションが提示さ
れ、それが実行され、どのような結果に終わ
ったのかを可能な限り詳細な粒度で把握する
ことが、データドリブンにCX向上を行って
いく上では非常に重要である。

しかし、それは単に接客担当者にフリーテ
キストで接客履歴を入力してもらうだけの仕
組みでは現場で使われにくく、後述のPDCA

ントアジャイル」と「接客結果の記録」の 2
点である。

前述したように、非常に多くの役割を持
ち、かつ繁忙な有人チャネルの接客現場にお
いては、接客時・準備時に把握できる情報量
に限界があり、また注目すべき情報の種類は
接客担当者の役職・習熟度によっても異な
る。さらに、一定数の企業においては、既に

（限定的な情報ではあるが）顧客の情報を参
照できるシステムは実装されているため、既
存システムとの役割分担・統合も含めて、無
理のないオペレーションをしっかりと整備す
ることが非常に重要である。そのような接客
現場では、一度の要件定義で最適なフロント
を作成することは困難なため、試行・改修を
繰り返していくことを前提としたアジャイル
開発が適する。CXフロントにおけるフロン
トアジャイルでは、要件定義はしっかり行い
ながらも、機能リリースのたびに接客担当者

図3　CXフロントの概要

UIで個々の顧客のデータ・
取るべきアクションを提示

接客結果の記録

MAで配信

店舗の場合
（コンタクトセンターなどでも同様）

顧客

顧客に関するデータ

属性・契約情報

商品・サービス
利用履歴情報

CXフロントの
接客結果

マーケティング
オートメーション
（MA）ツール

各チャネルでの
行動履歴情報

接客担当者

個々の顧客の
データ

（サービス利用
履歴やチャネル
行動履歴など）

アクション1

アクション2

アクション3

…

注）左記UIはイメージであり、
実際のUIは企業ごとに特
性を勘案して設計

「CXフロント」UI
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それを可能にするために、NRIのCXソリ
ューションでは「ビジネス」「データサイエ
ンス」「データエンジニアリング」の 3 つの
役割を明確に立ててPDCA運用を行うことを
重要視している（図 4 ）。

企業でよく見られる、マーケティング活動
のPDCAが駆動しない原因に、PDCA運用を
行う体制に上記 3 つの役割が十分に備わって
いないことが挙げられる。たとえば、あるマ
ーケティング施策のPDCAを回すために、昔
から企業の情報システム部に在籍しているデ
ータハンドリング・集計作業が得意な社員 1
名をアサインしたとする。その社員ならばデ
ータ整備もデータ分析も同時に可能であると
期待されたが、常に施策が複数走る中では、
日々、対象商品の配信データと売上高データ
をデータウエアハウス（DWH）から抽出し
て集計する作業で手一杯になってしまい、効
果検証の深掘りまで行う余裕がなく、結果と
して施策がやりっ放しになる、といった事態
はままある。余裕がない状況で抽出してきた
データは、思わぬ欠損値が存在するなど、品
質的な危険も多い。

CXフロントで提示するアクションごとに、

も見越して本当に必要な情報を選別し、可能
な限り負荷の少ない、現場のオペレーション
に沿った形で記録してもらうための検討が必
要である。たとえば、個々の顧客が接客担当
者からの提案に対しどのような反応を示した
のかを、ポジティブ／ネガティブの 2 方向で
残すだけでも、その後のPDCAを大きく高度
化することができる。また、接客における対
話内容をデータ化する上で、音声認識・自然
言語処理なども、技術発展が必要ではあるが
大いに活用余地がある。

（2）	 データドリブンのPDCA

CXフロントで提示するアクションは、恒
常的にPDCAを駆動させ、接客担当者にとっ
て役立つか、CX向上への効果があるかどう
かを常に検証し改善していかなければやりっ
放しの状態になってしまい、徐々に形骸化し
て媒体としての価値が低下する。これは、
CXフロントのような有人チャネルのソリュ
ーションに限らず、Webマーケティングも含
め、企業のマーケティング活動全般にいえる
ことであり、CXフロントもその例に漏れ
ず、PDCAを駆動させることが肝になる。

図4　データドリブンのPDCAにおける３つの役割

ビジネス

PDCA

データサイエンス データエンジニアリング

● データ分析結果を踏まえて、マーケティング4P
の視点から提示アクションの改善・再構築

● チャネル・事業横断的なアクションの企画・推進

● 提示アクションの効果検証方法・必要なデー
タの設計

● 恒常的な効果検証の実施
● 接客結果を踏まえた顧客特性の見極めなど、
高度分析の実施

● 分析に必要なデータ項目の仕様調査・体系化
● データの抽出、使いやすい形への整形、恒常
的な蓄積

● 上記分析環境の構築・運用
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計・データ整備・効果検証・アクション改善
というPDCAに 2 ～ 3 カ月もかかっていて
は、改善まで一巡する頃にはそのアクション
自体が不要になっている、という事態に陥る。

NRIでは、PDCAサイクルの期間を短縮
化、場合によっては 2 ～ 3 週間という、有人
チャネルにおいてはかなり短い期間にまで圧
縮するために、有人チャネルPDCA用のデー
タ分析環境の構築・運用を重要視している

（図 5 ）。
少し前の時代にビッグデータというキーワ

ードが注目され、また近年データサイエンス
の重要性が企業において認識される中で、企
業内で横断のデータ分析基盤、DMP（Data 
Management Platform）を構築する動きが
広がり、データ分析を行う際はその横断の仕
組みを使うようにする、という運用にする企
業が増えてきている。DMPのデータは、あ
る程度集約・集計されたデータをBIツール

（Business Intelligenceツール）で可視化・分
析できるようにしていることが多いが、チャ
ネル・事業の最前線でPDCAを駆動させるた
めのデータ分析には、往々にしてより詳細な
明細データ、場合によってはローデータに近
いものが必要になる。そういった際に、DMP
を所管する担当者にその都度作業依頼を行っ
ていては、前述のPDCAサイクルの期間が長
期化してしまう。

PDCAサイクルの長期化を避けるために
は、有人チャネルのPDCAを駆動させるのに
必要なデータを有人チャネル部門（＋事業部
門）側で設計し、定常的にデータ抽出・蓄積
を行っていつでも素早くデータ分析ができる
環境、すなわち有人チャネル用の分析データ
マートの整備が必要になる。（ 1 ）項にてCX

何を効果と定義するかが異なるため、個別に
効果検証方法・必要なデータの設計をして恒
常的に効果検証を行うこと（データサイエン
ス）、そのために必要なデータ項目の仕様を
その都度調査した上で、分析用のデータを抽
出・整形し、使いやすい形式で蓄積しておく
こと（データエンジニアリング）、そして、そ
もそも当該アクションを提示するCX観点で
の目的・期待効果を把握した上で、データ分
析による効果検証結果を踏まえてマーケティ
ングの4P（Product, Price, Promotion, Place：
商品、価格、広告・販促、チャネルのフレー
ムワーク）の視点に立って提示するアクショ
ンを改善・再構築すること（ビジネス）。こ
れら 3 つの役割はどれもウエートが大きく、
かつそれぞれの連携が必要であるため、役割
ごとに担当が設置された 1 つのチーム組成、
および定常運用が必要である。

PDCAにおける「ビジネス」の役割は、各
チャネルや事業の担当者が担うことが多い
が、企業特性によってはチャネル・事業横断
的にアクションを企画・推進していく役割が
不足する傾向にある。またデータサイエン
ス・データエンジニアリングの役割は特に不
足する傾向にあり、PDCAを駆動させるには
それらの役割の設置・強化が求められる。

（3）	 PDCAのためのデータ分析環境

有人チャネルの現場の最前線で使われる
CXフロントの特性上、提示するアクション
のPDCAは高速に駆動させなければならな
い。たとえば、新商品のリリースに伴って、
類似する旧商品を長期間使用していた顧客に
対して有人チャネルで案内を行う必要がある
場合に、当該アクションの効果検証方法設
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の、そのアクションを行うかどうかは接客担
当者が判断することであり、接客の材料に過
ぎない。

有人チャネルの接客担当者は、さまざまな
業務について日々多くの判断を行っており、
それは現在のAI技術で代替できるものでは
なく、また有人チャネルを接点として選択す
る顧客側も、有人チャネルを選択するからに
は有人ならではの幅広い臨機応変な対応力、
高度な専門性などを求めている。それをデジ
タル化により代替する必要はないが、これま
では接客担当者の接客スキル・経験に依存し
ていた部分を、データを基軸により科学的
に、より高度にしていく役割を、CXソリュ
ーションは担っている。

Ⅲ	CXソリューションの
	 効果と可能性

1	 CXソリューションによる効果の例
CXソリューションを導入することによ

り、有人チャネルにどのような効果を創出す

フロントにおける接客結果の記録の重要性に
ついて述べたが、そのような接客結果が取得
されるようになれば、大規模な企業であれば
日々膨大な量のトランザクションデータが発
生することになる。使いやすい形式で長期間
蓄積するためにも、チャネル専用のデータマ
ートの必要性は大きい。

そのような有人チャネル用のデータマート
を構築する際は、横断のDMPとの位置付け
の違いを明確にしておくべきであり、データ
マートは高速PDCA運用が主目的、横断DMP
は全社単位での中長期的な分析が主目的、な
どといった整理が必要である。

2	 CXソリューションの位置付け
これまで述べてきた要素を有するCXソリ

ューションは、データドリブンに有人チャネ
ルを高度化するためのものだが、それは有人
チャネルを代替するのではなく、高度に補完
する位置付けである。そのため、CXフロン
トで提示されるアクションは、データドリブ
ンで刺さる確率を可能な限り高めているもの

図5　有人チャネルPDCA用データ分析環境の必要性

目的が異なるため両方必要になることが多い

有人チャネル
PDCA用

データ分析環境

全社横断の
分析基盤・DMP

● 有人チャネルの高速PDCAが利用目的
● 分析のリードタイム短縮化が求められる
● 有人チャネルの分析に特化したデータを蓄積する必要がある
（狭く深く）

● 全社横断テーマでの分析が利用目的
● PDCAが目的ではない場合はリードタイムは比較的、気にされ
ない

● 全社単位でチャネル・事業横断の分析に資するデータを蓄積
する必要がある（幅広く）
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さまざまな顧客に対するCX向上のためのア
クションを有人チャネルに提示できる状態に
なった。

たとえば、少し高価な価格体系の商品を購
入しているものの、あまりその商品の利用が
履歴データ上で見られない顧客に対して、

「中長期的には顧客にとって損失になり得
る」という判断の下、少し機能は少なくなる
がその分安価な商品への乗り換えを提案する
など、これまではあまり実施していなかった
アクションも、データ基軸で適切に顧客を判
断した上で提示するようにした。

そのようなアクション提示の効果もあり、
離反する既存顧客の割合が、CXフロントの
利用により約10～15％減少する効果が見られ
ている（図 6 ）。

（効果例2）チャネル連携による顧客のイン

サイト抽出

A社のCXフロントでは、有人チャネルで
は把握しきれない他チャネルの行動履歴デー
タを取捨選択した上で連携し、顧客のインサ
イトを踏まえた接客を行うアクション提示も
行っている。

たとえば、Webサイト上である商品の説
明ページを閲覧して価格のシミュレーション
まで実施した、おそらくは当該商品に関心が
あると想定される顧客が、当該商品をWeb
上で申込みをしないまま店舗に来店した際に
は、当該商品に対して何らかの不明点や詳し
く知りたい事項が残った状態のまま来店して
いる可能性があるため、顧客に状況を聞いた
上で適宜当該商品の説明・フォロー提案を行
う、というアクションを提示した。このアク
ションは、顧客が不明点を抱えたままの状態

ることができるかについて、BtoC企業のA
社の事例を紹介する。有人チャネル（店舗・
コンタクトセンター）が主要チャネルである
A社では市場がシュリンク傾向にあり、また
業界のコモディティ化が進んでいたため、科
学的な接客の高度化・CXの追求による他社
との差別化が課題となっていた。しかし有人
チャネルでは幅広い商品の案内・提案を取り
扱っており、接客業務が繁忙であること、有
人チャネルとWebなど他チャネルとの間で
連携があまり取れていないことなど、さまざ
まな難しい点が存在する中で、CX向上を実
現するための策としてCXソリューションを
活用している。

（効果例1）データドリブンでのアクション

提示によるCX向上および離反逓減

A社では、PDCAにおける役割分担とし
て、ビジネス・データサイエンス・データエ
ンジニアリングの 3 つの必要な役割を設置し
てPDCAを駆動させていった。その結果、
CXフロントに提示するアクションは、CXフ
ロントリリース当初は数十種類だったところ
数百種類を超えるバリエーションに拡大し、

図6　CXフロントでのアクション提示による離反逓減効果

離反率

CXフロント
利用なし

CXフロント利用あり

アクション全般の
効果

離反率が
0.85～0.9倍に
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A社の場合は、蓄積した接客結果を用い
て、機械学習により、有人チャネルでの接客
において「付加的な提案への受容度合」や

「時間をかけた説明を求める度合」を確率的
に算定し、CXフロントに提示することで接
客に活用している。付加的な提案への受容度
合をアクションと併せて提示することによ
り、受容度合が低い顧客への無理な提案を抑
制することができ、かつ繁忙な接客担当者に
とってはいい意味で接客効率化につながる。

実際に、そのようなアクション提示を行っ
たところ、各商品の提案成功率が大きく向上
しており、結果的に顧客の意に沿わない付加
提案が削ぎ落とされ、有人チャネルでの体験
に不満を抱く機会を減少させている（図 8 ）。
また時間をかけた説明を求める度合が、接客
担当者に伝わることにより、具体的で専門性
の高い対応を求めて有人チャネルを選択して
いる顧客の期待値により的確に応えることが

で、かつ接客担当者もそのことに気づかない
まま接客を終えてしまうことを避ける目的で
配信したものだが、効果検証を行ったとこ
ろ、そのような導線を辿る顧客は、そうでな
い顧客に対し店舗での当該商品の契約率が約
1.5倍、アクションが実行された場合は契約
率が約 3 倍に達することが示された（図 7 ）。

ここで見られた効果は、顧客のインサイト
把握によるCX向上という観点で、他チャネ
ルでの重要な行動情報を有人チャネルと連携
することによる高度化の余地が大きいことを
示している。

（効果例3）接客結果の蓄積による有人チャ

ネルにおける顧客特性の見極め

CXフロントの運用により有人チャネルの
接客結果の蓄積が進んでくると、接客結果を
基にした顧客の特性を見極めることが可能に
なってくる。

図7　チャネル連携による顧客のインサイト抽出

Webと有人チャネル（以下は店舗の例）のチャネル連携
→　Webチャネルの行動履歴からインサイト把握

Webインサイト把握による提案成功率向上効果
≒インサイトに気付かないとフォローできなかった可能性

提案
成功率

顧
客

接
客
担
当
者

情
報
リ
ソ
ー
ス

商品Aに
関心

Web
閲覧

Webチャネルの
行動履歴

申込みせず
離脱 来店

商品A
フォロー
アクション

「Web閲覧者」
であることを
ターゲティングに

活用

申込み

Web閲覧あり

Web
閲覧なし

接客担当者が
アクション
実行

接客担当者が
アクション
「非」実行

約3倍

約1.5倍
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しっかりと機能させ、提示するアクションの
種類を数百種類にまで拡充し、恒常的に効果
検証を回してアクションを取捨選択した。他
チャネルでの行動履歴や有人チャネルにおけ
る顧客特性などの、有人チャネル単体では収
集し得ない情報を提供することで、媒体とし
ての価値が向上し、結果として利用率が大き
く向上するに至った。

単にCXフロントのようなシステムを導入
しただけでは効果が薄く、データを基軸とし
たPDCAを駆動させ続けることがデータドリ
ブンの変革においては最も重要であり、それ
がCXソリューションの肝にもなっている。

3	 CXソリューションの発展可能性
CXソリューションによる有人チャネルの

高度化は、企業全体のデータドリブンな変革
にも強い影響をもたらす可能性がある。店舗
や渉外、コンタクトセンターチャネルが顧客
接点の主体である企業においては、これまで
先行して発展しているWebマーケティング

でき、店舗でのCX向上に大いに役立つ。

2	 PDCA駆動による
	 段階的な効果発揮

CXソリューションは、有人接客を強力に
補完するソリューションだが、導入後すぐに
効果を発揮するわけではない。導入当初は、
世の中のさまざまな任意利用システム（業務
手続き上、利用することが必須ではないシス
テム）の例に漏れず、まずは現場で利用され
る状態を実現しなければならない。

前述のA社の場合も、CXフロントの導入
当初、利用率は低迷していた。既存オペレー
ションの変更は、現場の接客担当者にとって
は大きな負荷であり、オペレーションに沿っ
ていてかつ有益なものでなければ利用されな
い。CXフロントのUI機能は、アジャイル開
発により随時改修を行って利便性を向上して
きた。またCXソリューションの中核である
PDCA運用体制としてビジネス・データサイ
エンス・データエンジニアリングの各役割を

図8　接客結果の蓄積による顧客特性見極めの効果

関係性分析（機械学習） 顧客特性の予測
予測による提案受け入れ率 向上効果

＝余計な提案を望まない人を選別した効果

提案の
受け入れ率
（成功率）

■受容度合：高
■受容度合：低

接客結果
データ

付加的な
提案への
受容度合

既存の
他データ

既存の
他データ

主要商品A 主要商品B 主要商品C

CXフロントで
提示

約1.5倍
約2倍

約2倍
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の強化だけでは、企業の顧客接点全体が強化
されるには至らなかった。しかし広い顧客接
点である有人チャネルがCXソリューション
でデータドリブンに変革すれば、その有人チ
ャネルを中核にして全社のCXデザインをデ
ータドリブンに行う必然性が生じ、企業のデ
ジタルトランスフォーメーションが一気に加
速する可能性がある。

また、有人チャネルでのデータ活用技術
も、まだまだ発展途中の段階にあり、CXソ
リューションはその点で成長可能性を大いに

残している。音声認識や自然言語処理技術が
今後さらに発展していけば、有人接客におい
て、より豊潤なデータがより活用しやすい形
式でより蓄積されやすくなるため、さらなる
接客の高度化が期待される。
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